
　

大
門
み
き
し
参
院
議
員
は
、
五
月
九
日
の
参
院

財
政
金
融
・
国
土
交
通
委
員
会
連
合
審
査
会
で
、

道
路
特
定
財
源
の
一
般
財
源
化
に
関
連
し
、「
社
会

保
障
費
の
自
然
増
抑
制
は
毎
年
二
千
二
百
億
円
。

道
路
建
設
へ
の
国
の
支
出
、
年
四
兆
四
千
億
円
の

二
十
分
の
一
を
ま
わ
せ
ば
抑
制
し
な
く
て
す
む
。

こ
う
い
う
判
断
は
で
き
な
い
の
か
」
と
迫
り
ま
し

た
。

　

ま
た
、「
道
路
中
期
計
画
」で
、
拠
点
空
港
や
港
湾

か
ら
高
速
道
路
へ
の
ア
ク
セ
ス
事
業
に
年
間
六
百

三
十
億
円
か
け
る
こ
と
に
ふ
れ
、
障
害
者
自
立
支

援
法
で
導
入
さ
れ
た
「
応
益
負
担
」
の
撤
回
に
必
要

な
予
算
は
年
間
約
五
百
十
億
円
で
あ
り
、
大
門
議

員
は
「
ど
ち
ら
に
緊
急
性
が
あ
る
か
」
と
正
面
か
ら

追
及
。
一
般
財
源
化
す
る
と
い
い
な
が
ら
、
社
会
保

障
費
に
ま
わ
す
と
答
弁
で
き
な
い
福
田
首
相
を
き

び
し
く
批
判
し
ま
し
た
。

ムダな道路づくりをやめ

と福祉・医療に国民の税金は くらしと福祉・医療に
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福
田
内
閣
と
自
公
両
党
は
五
月

十
三
日
、
圧
倒
的
多
数
の
世
論
を
無

視
し
、
ガ
ソ
リ
ン
税
な
ど
を
今
後
十

年
間
に
わ
た
っ
て
道
路
に
つ
ぎ
込

む
、
道
路
財
源
法
案
を
衆
院
で
再
議

決
し
ま
し
た
。
四
月
三
十
日
の
ガ
ソ

リ
ン
等
の
「
暫
定
税
率
」
再
議
決
に

つ
づ
く
暴
挙
で
す
。
二
〇
〇
九
年
か

ら
「
一
般
財
源
化
す
る
」
と
の
「
基
本

方
針
」
の
閣
議
決
定
も
、
十
年
間
で

五
十
九
兆
円
の
道
路
建
設
を
や
め

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

日
本
共
産
党
は
「
ム
ダ
な
道
路
建

設
を
や
め
、
国
民
の
暮
ら
し
や
福
祉

に
ま
わ
せ
」
と
の
世
論
に
こ
た
え
、

暫
定
税
率
と
道
路
特
定
財
源
の
十

年
延
長
中
止
、
道
路
中
期
計
画
の
白

紙
撤
回
、
一
般
財
源
化
実
現
に
全
力

を
つ
く
し
ま
す
。

世
論
無
視
の「
再
議
決
」
に
抗
議

日
本
共
産
党

10 年間で

59 兆円
10年間で

59 兆円

　

塩
川
て
つ
や
衆
院
議
員
は
四
月
三
十
日
、
衆
議

院
本
会
議
で
道
路
特
定
財
源
の
暫
定
税
率
復
活
を

や
め
よ
と
福
田
内
閣
に
せ
ま
り
ま
し
た
。

　

塩
川
議
員
は
、「
国
民
の
多
く
は
混
乱
ど
こ
ろ
か

歓
迎
。ム
ダ
と
浪
費
の
構
造
を
見
直
せ
」
と
要
求
し

て
お
り
、
こ
の
世
論
を
無
視
す
る
暴
挙
に
は
反
対

と
述
べ
ま
し
た
。
ま
た
暫
定
税
率
復
活
は
、
大
増

税
、
物
価
高
、
国
民
生
活
を
圧
迫
す
る
も
の
と
述

べ
、
二
兆
六
千
億
円
の
大
増
税
は
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
な
ど
の
負
担
増
と
と
も
に
、
国
民
生
活
を

直
撃
す
る
も
の
と
批
判
。
地
方
財
政
が
大
変
と
の

政
府
の
言
い
分
に
つ
い
て
、
地
方
交
付
税
の
大
幅

削
減
や
公
共
事
業
押
し
つ
け
に
こ
そ
原
因
が
あ

り
、「
道
路
に
も
、
福
祉
に
も
、
医
療
に
も
、
教
育
に

も
充
て
ら
れ
る
一
般
財
源
化
は
、
地
方
財
政
に
も

資
す
る
も
の
」と
反
論
、
暫
定
税
率
復
活
の
再
決
議

は
断
じ
て
認
め
ら
れ
な
い
と
表
明
し
ま
し
た
。

暫
定
税
率
復
活
や
め
一
般
財
源
化
を

塩
川
て
つ
や

衆
院

議
員

が
代
表
質
問

国
民
に
は
大
増
税

国
民
に
は
大
増
税

社
会
保
障
に
ま
わ
す
と
言
え
な
い
の
か

大
門
み
き
し
参
院

議
員

が
追
及

福
田
首
相
は 

な
ぜ

福
田
首
相
は 

な
ぜ



国
民
世
論
で
大
増
税
や
め
さ
よ
う

塩
川
議
員
、あ
や
べ
比
例
候
補
ら
が
宣
伝
・
署
名
活
動

　

政
府
は
六
月
二
十
七
日
の
閣
議
で
、

「
消
費
税
を
含
む
税
体
系
の
抜
本
改
革

を
早
期
に
実
現
」
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ

「
骨
太
の
方
針
〇
八
」
を
正
式
に
決
定
し

ま
し
た
。

  
福
田
首
相
は
「(

消
費
税
増
税
を
め
ぐ

り)
決
断
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
」「
大

事
な
時
期
」と
の
べ
、
財
界
も
〇
九
年
か

ら
の
増
税
に
む
け
、
来
年
通
常
国
会
で

審
議
す
る
こ
と
に
執
念
を
燃
や
し
て
い

ま
す
。
そ
の
一
方
で
大
企
業
に
は
減
税

続
行
、
軍
事
費
に
は
手
を
つ
け
ず
、
高
速

道
路
は
作
り
続
け
る
政
治
を
続
け
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。
国
民
の
収
入
は
減
る

な
か
で
、
物
価
や
医
療
費
・
ガ
ソ
リ
ン
・

住
民
税
な
ど
軒
並
み
値
上
げ
で
、
国
民

の
負
担
は
限
界
で
す
。
最
悪
の
庶
民
増

税
消
費
税
大
増
税
を
や
め
さ
せ
る
大
運

動
を
起
こ
し
ま
し
ょ
う
。

「
決
断
の
時
」と
首
相
が
増
税
の

旗
振
り

大
企
業
減
税
・
軍
事
費
・
高
速
道
路
な
ど
は
聖
域
扱
い

物価・住民税・ガソリン・医療費・年金保険料‥‥
国民負担

もう限界
国民負担

もう限界 消費税増税反対の運動をおこそう

担
増
や
サ
ー
ビ
ス
削
減
が
押
し
つ
け
ら
れ
て

き
た
。
大
企
業
の
減
税
の
財
源
に
使
わ
れ
て
き

た
の
が
実
態
」と
批
判
、「
税
金
の
無
駄
遣
い
や

行
す
ぎ
た
大
企
業
減
税
を
元
に
戻
せ
ば
増
税

は
必
要
な
い
」と
述
べ
ま
し
た
。

　

福
田
内
閣
と
自
民
・
公
明
両
党
が
、
国
民
の

苦
難
を
よ
そ
に
消
費
税
増
税
を
め
ざ
す
緊
迫

し
た
な
か
で
、
六
月
二
十
七
日
に
は
塩
川
衆
院

議
員
と
あ
や
べ
比
例
予
定
候
補
ら
は
、
埼
玉
県

所
沢
市
の
西
武
鉄
道
・
航
空
公
園
駅
前
で
宣

伝
し
署
名
を
呼
び
か
け
ま
し
た
。
塩
川
議
員

は
、
政
府
が
社
会
保
障
予
算
の
確
保
を
増
税
の

口
実
に
し
て
い
る
こ
と
に
ふ
れ
「
消
費
税
増
税

で
福
祉
が
豊
か
に
な
る
ど
こ
ろ
か
、
国
民
に
負

自立支援法実施で
定率1割応益負担

4,300円
（全国平均）

65歳

14,410円

１割または３割/
毎回（外来）

3割

9割の人は無料
（応能負担）

0円

60歳

7,700円

400円/月（外来）

1割

現在
2008年

消費税の導入前
1988年

障害者福祉の自己負担

介護保険導入で
保険料徴収

厚生年金の支給開始年齢

国民年金保険料（月額）

老人医療自己負担

健保本人の
医療費自己負担率

「社会保障のため」どころか次々改悪「社会保障のため」どころか次々改悪

２つの聖域にメスを入れれば、財源はつくれます

①ムダな公共事業を改める

　ムダなダム建設など公共事業のムダを無くし、高速道路づくりに 10

年間で 59 兆円の道路特定財源は、やめさせる

②大企業・大資本家への行き過ぎた減税をあらためる

　昨年度だけでも 33 兆円もの利益をあげている大企業に、過去 5 年間

で５兆円の減税、大資産家にも 2兆円の減税、こうした税制を改める

③軍事費のムダを削る

　アメリカの戦争に荷担するために、毎年 5 兆円もの軍事費を使って

います。軍事費のムダを削ります

　いま、大企業は、空前の経常利益を続けています。にも関わら

ず自・公政権は、大企業には、法人事業税の大幅な減税をつづけ

るなど大企業優遇の政治を続けています。　その一方で、国民に

は医療制度の改悪、介護保険料の徴収、障害者自立支援法、年金

の減額など、次々と社会保障、福祉予算を削ってきました。

消費税額と法人税の減収額 (1989 年度比 )の推移

（兆円）（兆円）
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消費税増税額の累計　188 兆円

法人三税の減収額累計　159 兆円

（年度）（年度）
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